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１３ 土壌汚染対策法に基づく区域の指定について 

 

小柴貯油施設の跡地については、平成 27年 3月 13日付で、土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届

出区域の指定がされました。（別紙） 

 

（１）形質変更時要届出区域とは 

形質変更時要届出区域とは、土壌に含まれる有害な物質の人への摂取経路がなく、健康被害が生ず

るおそれがないため、汚染の除去等の措置が不要な区域のことです。汚染土壌の浄化義務はありませ

んが、汚染土壌が区域外に飛散等しないように維持管理することが必要です。汚染が拡散するおそれ

が生じた場合は、「要措置区域」に指定替えされることもあります。 

土地の形質の変更時には届出をする必要があります（法第 12条第 1項）。工事の方法が、土壌汚染

対策法施行規則第 53 条に定める土地の形質の変更の施行方法に関する基準に適合する必要がありま

す。 

 

（２）形質変更時の手続について 

      【横浜市環境創造局水・土壌環境課ホームページより】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）指定にあたって行った敷地周辺の飲用の井戸の有無の確認についての補足 

 土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（平成 24年 8月 環境省）に基づき、

地下水が到達し得る範囲を設定して調査を行いました。 

○ 平面的範囲の拡がりの考え方 

地下水の主流動方向の左右それぞれ 90度の全体で 180度かつ水理基盤となる山地等及び一定

条件を満たした河川を超えない範囲 

○ 距離の考え方  

敷地内最下流の調査地点から 1,000m（敷地内の地下水汚染物質のうち、最も移動速度が速い

ベンゼンが 100年間で移動する距離） 






